
台湾 

個人情報の保護に関する

制度有無  

■包括的な法令として、以下の法令が存在する。 

個人情報保護法（Personal Data Protection Act） 

URL：https://law.moj.gov.tw/ENG/LawClass/LawAll.aspx?pcode=I0050021 

－施行状況：2012 年 10 月 1 日施行、改正法 2016 年 3 月 15 日施行（最終改正：2025 年 11 月 11 日 施

行日未定） 

－対象機関：公的部門及び民間部門（法に基づき公権力を行使する中央又は地方の機関又は行政法人で

ある公務機関、及び公務機関以外の自然人、法人その他の団体である非公務機関） 

－対象情報：自然人の氏名、生年月日、台湾人身分証番号、旅券番号、特徴、指紋、婚姻、家族、学歴、

職業、病歴、治療、遺伝子、性生活、健康診断、犯罪歴、連絡先、財務状況、社会活動等の情報その他直

接又は間接に当該個人を識別し得る情報 

個人情報の保護に関する

制度についての指標とな

り得る情報 

EUの十分性認定：なし 

APECの CBPR システム： 2018年 12月参加 

OECD プライバシーガイド

ライン８原則に対応する

事業者等の義務又は本人

の権利 

APEC の CBPR システム参加エコノミーである場合、民間部門については外国にある第三者に 対する個

人データの提供に伴うリスクについての本人の予測可能性は一定程度担保されると考えられるため、本

項目に係る情報提供は必ずしも必要ない。 公的部門に関し、OECD プライバシーガイドライン８原則に

対応する公的部門の主体の義務又は本人の権利については、以下のとおり。 

① 収集制限の原則 上記法令に規定されている。 

② データ内容の原則 上記法令に規定されている。 

③ 目的明確化の原則 上記法令に規定されている。 

④ 利用制限の原則 上記法令に規定されている。 

⑤ 安全保護の原則 上記法令に規定されている。 

⑥ 公開の原則 上記法令に規定されている。 

⑦ 個人参加の原則 上記法令に規定されている。 

⑧ 責任の原則 上記法令に規定されている。 
 

その他本人の権利利益に 個人情報の域内保存義務に係る制度であって、本人の権利利益に重大な影響を及ぼす可能性のあるもの 

https://law.moj.gov.tw/ENG/LawClass/LawAll.aspx?pcode=I0050021


（2026 年 3月 25日時点） 

重大な影響を及ぼす可能

性のある制度 

 

－ 

事業者に対し政府の情報収集活動への協力義務を課す制度であって、本人の権利利益に重大な影響を及

ぼす可能性のあるもの 

－ 


